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第１２章 情報通信技術が作り出す経済格差 

 

岩本 晃一 

 

はじめに 

マサチューセッツ工科大学（MIT）のデイビッド・オーター教授（David H. Autor、1967

年生まれ）は、2015年に発表した論文「なぜ依然として多くの仕事が存在しているのか？ 

職場のオートメーション化の歴史と未来（邦訳）」1において、積極的な情報化投資による経

済格差発生メカニズムを明らかにした。すなわち、情報通信技術の進歩により、「これまで

もルーティン業務が機械に代替されてきたが、これからもルーティン業務が機械に代替さ

れる」と、「雇用の質」「雇用の構造」が変わっていくことにより経済格差が生まれること

を明らかにした。 

我々人類は、こうした「雇用の質」「雇用の構造」の変化に対して、早急に対応しなけれ

ばならない。なぜなら、これまで人間の職を代替してきた機械は単純なものであったが、

これから出現する機械は、「とても複雑で細かいことができるスマートな機械」「人間の脳

のような人工知能」「人間の腕のような非常に細かい動きができるロボット」だからである。 

そうした AI・ロボットが、今後、人間の「より高スキルなルーティン業務」まで代替す

るようになることで、中スキルの人々の職が失われ、低スキルの職に落ちていき、低スキ

ルの職の総量はほとんど変わらないのに、労働者の数が多くなり、賃金が上がらず雇用が

不安定になることで、社会の経済格差が一層拡大することが予想されている。 

日本は、米国やドイツに比べて、IoT、AI などのデジタル化が遅れている。遅れている

要因はいろいろとあるが、遅れているために、企業の競争力が低く、結果、日本企業はこ

れまでグローバル競争で負け続けてきた。特に電機業界がそうである。いくつかの有名な

企業の動向を思い浮かべれば、理解できるだろう。だが、幸いなこと（？）にデジタル化

が遅れたために、社会の経済格差は、まだ深刻化していない。 

だがそうした日本でも、銀行業界では既に動きが現れている。来春卒業の大学生の就職

活動で、メガバンク 3 社で一般職を合計 900 人の採用減、みずほフィナンシャルグループ

では一般職は約 7 割減とのことである2。またメガバンク 3 行は、今後、AI 導入を進める

ことで計約 3万人規模のリストラをすると発表している。銀行業界は、最近実用化された

人工知能「RPA（Robotic Process Automation）」の導入を急速に進めており、高スキルのルー

ティン業務の代替を急いでいる。 

日本のこの事例が示すように、「より高スキルのルーティン業務」が機械に代替されるこ
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とで、職を失う多くは、男性よりも女性、正規よりも非正規、総合職よりも一般職である

という指摘がなされている。現在、米国で生まれている「高学歴ワーキングプア」であり、

それは主に女性であるという指摘である。もしそうであるならば、日本でも高学歴女性の

雇用対策を検討しなければならない。 

日本が米国の後を追って、社会の経済格差が深刻化してくるのは、これからだろう。日

本は米国という貴重な前例を参考にして、そのための準備をしておかないといけない。 

 

１．ルーティンワークの減少と情報通信技術の発展 

以下に紹介するのは、マサチューセッツ工科大学（MIT）のデイビッド・オーター教授

が 2015 年に発表した論文「なぜ依然として多くの仕事が存在しているのか？ 職場のオー

トメーション化の歴史と未来（邦訳）」である。 

オーターが解明しようとした本論文の課題とは、過去 2世紀に渡って新しい技術の出現

が多くの職業を奪ってしまうと警告され続けてきたことである。19 世紀には、英国におい

て織機を打ち壊すラッダイト運動も起こった。雑誌 TIME は 1961 年 2 月 24 日号で「オー

トメーションが職を奪う」とのタイトルで特集記事を組んだ。だが現実にはそうはなって

いない。2世紀経った今でも多くの職業が存在している。それはなぜなのか、である。 

図１は、米国における 1 つ 1 つの職（ジョブ）に対して、「スキル度」（例えば、当該職

業で働く大卒比率、その他要因などを加味して計算）を算出し、横軸にスキル度 0％の職

（ジョブ）から順に 100％に向けて、左から右に並べている。縦軸には雇用比率の変化を

プロットしている。4本のラインは、1979 -1989 年、1989-1999 年、1999-2007 年、2007-2012

年の期間別である。 

 

（図 1） 米国におけるスキル別職業の割合の 10 年毎の変化 

 

出典：1980, 1990, and 2000 Census Integrated Public Use Microdata Series (IPUMS)より Autor(2015)が作成  

低スキル 高スキル

中スキル
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この図から次のことが言える。第一に、中スキルの職業の労働者が、情報化投資によっ

て機械に代替され、過去、継続的にずっと減少を続けている。オーターは、過去、職を失っ

てきた労働者は、機械に代替されてきた「ルーティン業務」であるとしている。「ルーティ

ン業務」は、どんなに難しい仕事であったとしても、また人間が仕事をするために長年の

訓練が必要であったとしても、ロジックに基づいているので、簡単にプログラム化できる

からである。一方、オーターは、中スキルであったとしても、プログラム化できない対人

関係業務の労働者は増えて来たとしている。 

第二に、低スキルの職業の労働者（例えばビルの清掃作業者など）が過去、継続的にずっ

と上昇を続け、かつ、上昇スピードが加速している。 

第三に、高スキルの職業の労働者が過去、継続的にずっと上昇を続けているが、上昇ス

ピードが減速している。技術が進むほど高スキル者に対する企業の需要はますます強くな

るが、それに応えられる人材の供給がますます難しくなるため、労働者の伸びは鈍化し、

高スキル者の賃金は上昇してきた。 

第四に、雇用が失われる境界が、より高スキルの職の方に移動している。 

第五に、職を失った中スキルの労働者が移動する先は、高スキルか、または低スキルの

どちらかだが、上記したように、技術が進むほど企業が求める高スキルのレベルは高くな

り、中スキル者だった人がいくら自己投資しても高スキルに移行していく人はとても少な

い。例えば、そこそこの大学を出て年収 300万円くらいで経理業務をしていた人が、いく

ら自己投資をしても、情報機器を使いこなしてさまざまなビッグデータを分析し、数千万

円を稼ぐ企業コンサルタント、アナリスト、データエンジニアなどになることは難しい。

そのため、大部分の中スキルだった人は、低スキルに落ちていったことが伺える。高スキ

ルの雇用者の伸びが時間とともに鈍化する一方、低スキルの雇用者の増加率が時間ととも

に増えていることが、それを示している。低スキルの仕事量がほとんど増えないなかで、

中スキル者が低スキルに落ちていって低スキルの総労働者数が増えているため、賃金は低

いままに据え置かれ、かつ雇用がますます不安定化している。これが米国で言われている

「高学歴ワーキングプア」であり、そこそこの大学を出ても、企業経理の仕事も無く、低

スキル者がするような低賃金の不安定な仕事しかない、という状態である 

第六に、情報通信技術の進歩が、いまの米国の経済格差を発生させている大きな要因で

あろうことがうかがえる。その背景について以下に議論を補足する。 

図 2 は、OCEDによる日独米が世界に占める ICT 投資額の割合の調査結果である。2000

年代後半以降、中国における ICT 投資が急増したにも関わらず、米国の比率が増加してい

る。これは、米国における ICT 投資の絶対額が急増していることを示している。日独のＩ
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ＣＴ投資を比較すると、 日本の GDP・人口は、ドイツの約 1.5 倍なので、GDP 原単位当

たり・人口 1 人当たりの ICT 投資はドイツの約 2/3 と考えられる。いずれも米国には到底

及ばない。 

 

（図 2） 日独米が世界に占める ICT 投資割合の推移（単位：％） 

 

出典：OECD ICT investment 

 

オーターの分析によれば、過去 40 年、米国では、情報化投資によって、例えば、オフィ

スでのデータ管理や会計などの業務が機械に置き換わり、かつ海外への外注が進み、そう

した仕事をしていた人が失業したり賃金が下がったりする一方で、GAFA（Google、Amazon、

Facebook、Apple）に象徴される IT ビジネスの成功者が巨額報酬を得るという経済格差が

起きたのである。具体的には、経理業務を例に挙げると、電卓が出現し、経理ソフトが出

現し、いまは RPAの出現により、経理課の人員はますます少人数化している。一方で、い

ま企業が最も欲しがっているデータサイエンティストはごく少数であるため、巨額の報酬

を得ている。また低スキルの仕事量がほとんど増えないなかで、情報化投資により職を失っ

た中スキル者が低スキルに落ちていって低スキルの総労働者数が増えているため、賃金は

低いままに据え置かれ、かつ雇用がますます不安定化している。以上が、オーターが明ら

かにした米国における経済格差発生のメカニズムである。 

OECDでは、米国、EU、日本の 3ヶ国について、2002 年から 2014 年まで、スキル別の

職業ごとの労働者比率の変化について計算した（図 3）。米国は、上述のオーターの分析の

とおりである。3ヶ国を比較すると、米国が最も変化が大きく、日本が最も変化が小さい。 
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（図 3） スキル別の職業ごとの労働者比率の変化（米国、EU、日本、2002 年から 2014 年まで） 

 

（注）EUは EU-LFS、日本は労働力調査、米国は BLS Current Population Survey 

出典：OECD (2016).  

 

米国は、2002 年以降、中スキルのルーティン業務の労働者を解雇してきただけでなく、

中スキルの非ルーティン業務の労働者も解雇してきた国である。一方、高スキル者を自社

内で養成したり、新規雇用するなど、高スキル者の獲得に努めてきた。 

米国と比較した日本の特徴は、本来は米国のように機械化を進めて解雇できたはずの

ルーティン業務の雇用者でも、ほとんど解雇していない。さらに米国との大きな違いは、

高スキル者の獲得又は養成にほとんど無関心であったことである。これでは、インターネッ

ト元年（1995 年）以降の米国とのグローバル競争に負けてきたこともうなずける。 

日本企業は、雇用の現状維持の傾向が強く、技術進歩に伴って本来であれば機械で代替

できる部分で人間が働いていたりと、高スキル人材を養成していない。技術進歩に応じた

雇用状態が合っていないため、生産性低下、企業競争力低下を招いているものと思われる。

順送り人事、過去と同じ業務の繰り返し、働き方の現状維持、の結果と言える。 

日本では、ルーティン業務が、今でも米独に比べて多く存在していることがわかってい

る。De La Rica・Gortazar の研究論文で、定型業務集約度を表す「RTI（Routine Task Intensity）」

の指標の数字が大きいほど、依然として国内にルーティン業務が残っていることを示して

いる。日本は＋0.26、ドイツは▲0.12、米国は▲0.39 である3。すなわち、米国の国内には、

ほとんどルーティン業務が残っていないが、日本にはまだまだ多くのルーティン業務が

残っていることがわかる。 

2018 年度の経済財政白書は、上述の De La Rica・Gortazar 論文を用いて、分析を行って
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いる。図 4 で、OECD 各国を比較すると、日本は RTI が OECD 平均よりも高く、依然とし

て国内に「定型業務」が残っていることが示されている。そして、仕事で IT を使う頻度も

また、OECD 平均よりもかなり下にあり、ドイツや米国よりも低いことが示されている。

またこの図からは、仕事で IT を使う頻度と国内に定型業務が残っている度合いとは負の

相関があることがわかる。すなわち仕事に IT を使わないから、定型業務が依然として残っ

ているといえる。 

 

（図 4） 定型業務集約度と仕事でＩＴを使う頻度 

 

出典：「2018年度年次経済財政報告（経済財政白書）」（2018年 8月） 

 

日本で定型業務が残っている主な職業を見ると、「事務補助員」「単純作業の従事者」が

主であることがわかる（図 5）。日本では本来機械に代替できるルーティン業務を、非正規

という安い労働力に担わせていることが、情報化投資を遅らせ、企業の生産性を落として

いるのではないかとの可能性を示唆している。 
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（図 5） 職業別定型業務集約度 

 

出典：「2018年度年次経済財政報告（経済財政白書）」（2018年 8月） 

 

神林龍（2017）は、『正規の世界・非正規の世界』（慶應義塾大学出版会）において、非

正規の労働力の供給源は、個人事業主の倒産が背景にあることを示した。日本では、これ

まで、個人事業主の倒産が増加してきたため、本来、そこで就職するはずだった労働者が

行き場を失い、安い労働力の非正規となって雇用されてきたのである。 

だが、企業側にとっても、彼らを雇用するインセンティブが存在しなければ、これほど

までに大量の非正規労働者を雇いはしなかったはずである。もし非正規の雇用が情報化投

資に代わるものであり、非正規に担ってもらっていた仕事の領域が、米国では人間を解雇

して機械化を進めてきた領域であるとすれば、これから情報化投資のコストが下がり、あ

る時点で、非正規労働者を雇用するよりも情報化投資の方がコストが安い時代になったと

き、日本国内で米国のように、一斉に非正規労働者の解雇が始まる可能性がある。今、情

報化投資は早いスピードでコストが低下している（図 6）。 
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（図 6） 投資（IT 関連機器、機械設備等）の相対価格の推移 

 

出典：「2018年度年次経済財政報告（経済財政白書）」（2018年 8月） 

 

図 7 は、OECD による加盟各国の機械代替リスクを試算した結果である。代替リスクが

70－100％と 50－70％の 2種類ある。機械代替リスクが 70－100％の労働者の割合は、オー

ストリアで 12％、米国で 9％、ドイツで 12％、日本で 7％、などとなり OECD 平均で 9％

となった。 

 

（図 7） OECD 加盟諸国の機械への代替リスク 

 
（注）The Survey of Adult Skills (PIAAC) (2012) と Arntz, M. T. Gregory and U. Zierahn (2016)をもとに OECD

が作成 

出典：OECD (2016).  

 

上記の結果を見ると、日本は他国に比べて機械への代替可能性が小さい。そして実際に、

図 3 を見ると機械への代替は現実的に小さくとどまっている。ではなぜ日本にはこうした

特徴があるのだろうか？ その答えは、実証されたわけではないが、以下のように考えら
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れる。 

図 8 は、日米独 3ヶ国におけるインダストリー4.0/IoT の実態調査の結果である。1 年前

と比べてインダストリー4.0/IoT が企業競争力に与える影響の可能性についてどのように

認識が変化したか、との質問に対し、米国では、「より楽観的になった」が 44％となった

が日本では 8％しかない。日本では、「悲観的になった」が 3 ヶ国中最も大きく 18％もあ

り、「変化なし」も 74％と最も多い。この調査から、日本では IoT に対する期待がとても

低いことがわかる。 

 

（図 8） 1 年前と比べてインダストリー4.0/IoT が企業競争力に与える影響の可能性についてど
のように認識が変化したか 

 

（注）①2015年 1月と 2016年 1月の２時点定点観測、②ドイツ、米国、日本の合計 300人の産業専門家

にアンケート調査 

出典：Mckinsey&Company,“Industry 4.0 Global Expert Survey” 

 

また、日本には「非正規雇用」という労働コストが安い労働力が大量に存在する。厚生

労働省によれば、昭和 59 年度の非正規雇用は、総雇用者数の 15.3％、604 万人だったが、

その後急速に増え、平成 29 年度には、総雇用者数の 37.3％、2036 万人となっている。そ

の平均賃金（平成 29 年 6月分）は、時給ベースでみれば、一般労働者（正社員・正職員）

が 1937円であるのに比べ短時間労働者（正社員・正職員以外）は 1081円である。 

日本の会社の中に「非正規」が大量に増えた時期は、米国では、情報化投資が行われて、

ルーティン業務で働く人間を機械で代替していった時期と重なる。 

だが、日本の会社のなかに、賃金が「正規雇用」に比べて約半分の雇用者が４割近くも

いて、しかも、日本の経営者は、情報化投資にとても悲観的であることを背景にすれば、

「非正規にルーティン業務をやってもらいなさい」となることは容易に想像がつく。 

ここで再度、デイビッド・オーターの論文から、米国でのルーティン業務の推移をみて

みよう。図９からわかることは、知識や経験を必要とする「ルーティン業務」（Routine 

Cognitive）は、米国では少なくとも 1960 年代は増えていた。米国でも、かつては、ルーティ

ン業務を担う人間の数は増えていた。だが、1970 年代になると増えてはいるが増加スピー

ドは減少し、1980 年代半ばになると、米国内のルーティン業務自体が減少に転じ、その後、
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減少のスピードは加速している。 

一方で、米国では、人間を機械に代替する情報化投資は、1970 年代から増え始め、1980

年代半ばには、ついにほとんどの人間を機械に代替するほどの活発な情報化投資が行われ、

その後、一層加速していったことになる。 

 

（図 9） 米国におけるルーティン業務及び非ルーティン業務の作業（タスク）の割合 
（1960 年～1998 年） 

 

出典：DAVID H. AUTOR, FRANK LEVY and RICHARD J. MURNANE(2003), the President and Fellows of 

Harvard College and the Massachusetts Institute of Technology, “ THE SKILL CONTENT OF RECENT 

TECHNOLOGICAL CHANGE: AN EMPIRICAL EXPLORATION”, The Quarterly Journal of Economics, 

November 2003 

 

では、ルーティン業務を担う労働力として、1960 年代には雇用を増やしていた米国が、

急に人間を機械に代替するほど情報化投資に積極的になっていった「境界点」はどこにあっ

たのだろうか。 

先の図 6 は、1994 年以降の傾向を示したものだが、情報化投資は急速にコストが減少す

る傾向を持つ。このコスト低減傾向は 1980 年代以降にもみられた。そのため、米国企業の

経営者は、合理的な判断をして、人間を雇用するコストよりも情報化投資のコストの方が

安くなった時点で、人間を雇用するのを止め、情報化投資に切り替えていったものと思わ

れる（図 10）。これが、米国における人間の機械への代替メカニズムである。米国の労働

コストは日本の非正規の労働コストよりも高く、情報化投資コストは日本よりも安いので、

日本よりも早く「境界点」に到達する。だがやがて日本でも米国に遅れるものの「境界点」

に到達する。 
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（図 10） コスト低減傾向を持つ情報化投資コストが労働コストを下回る「境界点」を越えると、
人間が機械に代替され始める 

 

出典：著者作成 

 

「雇用の未来」に関する世界の論文等のうち、将来の雇用に関する推計結果を取りまと

めて説明すると、以下の通りである。（図 11） 

 

① 「ルーティン業務の事務職」では、AI 技術が進歩するにしたがって、AI に代替されて

いくので、減少が続く。AI に代替される職は、より高度なスキルを求められる職まで

拡大していく。一方、コミュニケーションや対人関係を必要とする職では、従来どお

り雇用が増加するが、AI の進歩とともに、やがてスキルが低い段階から順次、機械に

代替されていく可能性がある。 

② スキル度が低レベルの職では、技術進歩により、単純作業など一部の作業（タスク）

が次第に機械に代替されていく。例えば、ビルやトイレの清掃員では、床を磨く清掃

機や床を一気に乾燥させる大きな送風機などが実用化され、人間は次第に重労働から

解放されてきた。だが、人間を100％代替できるようなロボットはまだ開発されていな

いため、清掃すべきビルやトイレが増えるにしたがって雇用者数自体も増えてきた。

だが、機械に代替される比率が、10％、20％、・・・・などと増加し、ある日、人間が

100％機械に代替される日が必ず来る。そのときを境に、雇用者数は、増加から減少に

転じる。 

③ スキル度が高レベルの職では、過去の傾向でも増加が続いてきたが、将来的にも、増

加が継続する。 

④ 成長する新しいビジネスモデルの下での雇用者数は、増加する。 
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（図 11） 世界の論文等において試算されているスキル別の雇用者数の増減 

 

出典：著者作成 

 

なお、将来人間が働かなく、機械に稼いでもらい、楽しい暮らしをするという「ユート

ピア」を目指すという考えもあるかもしれない。人類にとって何が幸せであるかは個々人

によって価値観が異なるであろう。将来自分たちが暮らす社会として、どのような形を目

指すかは、人々の議論に基づき、合意を形成していけばいいのではないだろうか。 

 

２．情報化投資による経済格差の発生 

オーターは、情報技術は雇用を二極化させると主張している（Autor[2015]）。同氏は、機

械への代替リスクが小さい仕事は、「高スキル（抽象的仕事）」及び「低スキル（マニュア

ル仕事）」であるという。 

「高スキル（抽象的仕事）」では、機械化により情報の取得・まとめに要する時間が減少

し、解釈・応用に費やす仕事が増える（生産性が向上）。このため、需要が上昇するものの、

労働力の供給は遅い（高等教育が必要なため）。 

一方、「低スキル（マニュアル仕事）」では、情報・データに頼る部分が少ないため、情

報技術による仕事の補完や置き換えなどは起こりにくい。そのため、生産性を上げても単

価が低くなる、他分野から労働者が流入しやすい、賃金上昇は抑制されやすい、生産性向

上により社会全体の収入が増大するため、マニュアル仕事そのものの需要は増大する。そ

のことから、低スキル労働者の賃金は上昇しない。 

高スキル労働者は、スキル獲得のために大学・大学院での高等教育が必要なため、需要

が増えても供給はすぐには増えない。IT 関連の高スキル人材の需要がさらに高まり、賃金

も上昇しやすい。 

一方、低スキル労働者は、教育が必須のスキルは必要ないため、他分野から労働者が流
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入しやすい。生産性が高まっても賃金の上昇は抑制される。 

雇用は高スキル・低スキル労働の需要上昇という形で二極化するが、賃金水準は高スキ

ル労働でのみ上昇し、低スキル労働では上昇しない、と同氏は主張する。 

米国経済白書（2016）もまた、「自動化は所得格差を拡大する」と述べている。低賃金の

職種では雇用が失われる一方、高賃金の職種では雇用が増える傾向がある。低賃金の労働

者がコンピュータ使用に必要なスキルを身につけることができなければ、所得格差による

経済格差が大幅に拡大する恐れがある、と述べている。所得格差の是正には、情報格差の

縮小が必要であると訴える。 

「通商白書 2017」は、近年の経済格差拡大要因を分析し、以下のように述べている。IMF

の研究結果の結論を参照し、先進国の経済格差拡大の主な要因は技術革新（IT投資）であ

るとしたうえで、IT投資の推進は、我が国の経済成長力の向上のために不可欠である、と

も述べている。 

図 12 と図 13で、各国のジニ係数の所得再分配の前後及び時間的推移を見ると、アメリ

カは、所得再分配前に大きな格差があるが、再分配機能が弱く、かつ格差が時間的に拡大

している。所得再分配の前も後も、OECD 平均よりもジニ係数がかなり高く、再分配機能

は他の OECD諸国と比べて弱いことがわかる。 

ドイツは、再分配前は大きな格差があるが、再分配が良好に機能し、格差が縮まってい

るものの、時系列的にみれば、格差の拡大は進行している。日本は、時間的に格差はほと

んど変化しないものの、再分配が良好に機能せず、格差が社会に残っている。 

 

（図 12） OECD 各国のジニ係数（所得再分配前と後） 

 

（注）OECD. Stat に基づき、厚生労働省政策統括官付政策評価官室から三菱総合研究所に委託して作成 

出典：平成 24 年度厚生労働白書 
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（図 13） 各国のジニ係数の推移（所得移転後） 資料）OECD. Stat 

 

出典：通商白書 2017 

 

フレイ＆オズボーンは、機械への代替リスクと、賃金レベル・教育レベルとの関係も調

べている。彼らは、「中程度のスキル、中程度の賃金レベル・中程度の教育レベル」の労働

者を調べたところ、「賃金レベルが低くなるほど機械代替リスクが高くなり」「教育レベル

が低くなるほど機械代替リスクが高くなる」というものであった（図 14）。彼らは、中程

度のスキルの労働者の雇用が減少している背景には、彼らの賃金が低下していることがあ

るとし、それが近年の労働市場の二極化につながっていると指摘している。 

 
（図 14） 賃金レベル・教育レベルと機械代替リスクとの関係 

 

出典：Frey & Osborne (2013) 

  

賃金レベルと機械代替リスクとの関係は、米国経済白書（2016）も発表している。すな

わち、機械に代替されやすいのは、時給 20 ドル以下の低賃金労働であるとしている。機械

代替リスクが低い職業であっても、機械化により業務が補完されたり、改善される可能性
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がある、としている（図 15）。 

 
（図 15） 賃金レベルと機械代替リスクとの関係 

 

出典：米国経済白書（2016） 

 

教育レベルと機械代替リスクの関係は、アーンツ＆グレゴリーらも調べている。すなわ

ち、教育レベルが低いほど機械代替リスクは大きいとし、小学校卒及びそれ以下だと、労

働者の 55％が機械に代替されるリスクが 70％以上、とした（図 16）。また、アーンツ＆グ

レゴリーらは、各国の雇用の自動化リスクをタスクごとに予測することで、低スキル・低

コミュニケーションの仕事は自動化リスクが高いことを示した。 

 
（図 16） 教育レベルと機械代替リスクとの関係 

 

出典：Arntz, Gregory, & Zierahn (2016)が the Survey of Adult Skills (PIAAC) (2012)をもとに作成 
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WEF レポート（2016）は、従業員に求められるスキルが変化していると主張している。

すなわち、多くの産業で、社会的スキル（感情のコントロール、コミュニケーション能力）

が求められる。ICT のリテラシーや能動的学習などのスキル、認知能力、情報処理能力は

中核的スキルとしての需要が高まる、としている。 

また、人材が不足し採用はより困難になると主張する。需要が高まるコンピュータ・数

理関係、建築・工学関係、その他の戦略的・専門的職業は、良い人材を得るための競争が

激しくなり、状況は 2020 年までにより悪化するという。膨大なデータを分析・解釈できる

人材、自社の専門技術を解説できるような専門的な営業担当者が求められるが、テクノロ

ジーが変化するスピードは速く、人材の育成が困難になるとも述べている。 

 

３.今後の処方箋に関する議論 

デジタル投資は、グローバル化と並んで、経済格差を生み出す最も大きな要因である。

だが、イノベーションは企業競争力の源泉なので、格差を防ぐためにイノベーションを止

めることは本末転倒である。 

そのため、デジタル投資を通じてイノベーションを図りながら、そこから生じる格差を

縮小させるために、対策をどうするか、と考えることになる。 

今後の対策としては、（１）まず経済格差が生じてしまった後、その格差をどう縮小する

かという事後対策と、（２）経済格差を可能な限り発生させないようにする事前対策の二つ

である。 

 

３-１ 富の再分配の議論（経済格差の事後対策） 

我々が選びうる選択肢としては、以下の方向性が考えられる。 

 

再分配の選択肢： 

〇 新たな再分配をしない 

  再分配を強化することは、グローバル競争している企業の競争力を弱め、再分配の 

財源さえ失いかねない。 

〇 再分配を強化する 

 － 税制の強化：徴税の強化、再分配の拡充 

 － 新たな制度を創設する：ベーシックインカム（BI）、AI・ロボット税  

 

私見では、最も妥当な選択肢は、2番目の「税制の強化による財源確保」である。消費税
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を更に上げることで、再分配の財源を確保するという方法である。 

ところで、ここで「ベーシック・インカム（以下、BI と呼ぶ）」（基本所得）と「ロボッ

ト税」について説明しておきたい。 

BIの特徴は、政府が全ての国民に、例えば、お金持ちでも、健康的な人でも、無条件に

全ての人に一律に同じ金額を給付するもの。その代わり、現存している多くの給付制度、

例えば、生活保護、年金、雇用保険、児童手当などは全て廃止するというものである。 

推進論者が主張するメリットとしては、第一に、労働しなくても生活費が入る、という

ことが挙げられる。生きていくために、つらい仕事を続ける、という状態から脱出できる

人もいるので、BI の推進派は、「労働からの解放」と呼んでいる。逆に言えば、働かなくて

も、遊んでいても、生活のための収入が確保されるため、多くの人が働かなくなり、BI に

必要な国家財政を誰も納税しなくなる可能性。そのため、BI に必要な国家財源を失ってし

まう可能性もある。第二に、全ての現存する社会保障制度をなくすために、現在、その作

業に関わっている行政職員が不要になり、大幅な行政コストの削減が可能になるというも

のである。 

一方、反対論者が主張する点としては、第一に、財源問題が挙げられる。その制度は、

「生活に必要なお金を全ての人に無条件に給付する」という趣旨であるから、例えば、今

の憲法で保障された最低限の文化的な生活を維持するに必要とされる生活保護費を参考に、

日本人 1 人当たり毎月 15万円（年間 180万円）を給付するとすれば、15万円×12 ケ月×1.2

億人＝216 兆円となり、この財源を一体どうやって確保するのか、という根本課題に突き

当たる。もし毎月 10万円（年間 120万円）だったとしても、144兆円となる。そうすると、

働く人 1人当たりの納税額は現在の何倍になるか？ 一方で、納税せずに、国から生活費

をもらって遊んでいる人々が大勢いる国になり、社会の安定を維持できるのか、という問

題もある。第二の点としては、お金持ちにも全て一律に支給するという点がある。 

また、「AI・ロボット税」とは、AI・ロボットは人間の職を奪っていくから、これまで人

間が払っていた税金を、その AI・ロボットに代わって納税してもらおうというものである。

現時点で課税対象が、AI・ロボットなどと想定はされているものの、その具体的な課税対

象範囲については、AI・ロボット税を主張する人によって異なり、世界的に統一されたも

のはない。AI・ロボット税推進者は往々にしてベーシック・インカム推進者であることが

多く、AI・ロボットによって職を奪われなかったごく少数の人間が納める税金だけでは、

到底ベーシック・インカム実現のための財源は実現できないので、そのための財源を確保

しようという考えも背景にある。 
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３-２ 雇用対策の議論（経済格差の事前対策） 

３-２-１ 第四次産業革命のデジタル時代を生き抜く人材の育成 

第四次産業革命のデジタル時代を生き抜くための今後の人材育成は、以下の方向性が考

えられる。 

  

1）  第四次産業革命という新しい時代を牽引し、世界とのグローバル競争に勝つための

リーダーの育成。 

2）  人間でなければできない仕事を担う人材の育成。 

・過去の前例を「学習」し判断するといった過去の前例の延長線上にある判断やルーティ

ン業務は AI に代替され、今後は「更に高スキルのルーティン業務」が代替される。そ

のため、今後、必要とされている人材は、 

・過去に前例のない事柄や新しい創造的な仕事 

・デジタル機器を使いこなして、データ分析をしたり、科学的な経営のサポートをする

人材 

・コミュニケーション能力・対人能力を持った人材  

・AI を継続的にバージョンアップし続けるため、AIを超える能力を持った専門家 

 

情報化投資により主に失業するのは、「ルーティン業務の事務職（特に女性）」であるこ

とから、彼ら／彼女らを対象とする雇用対策としては、まず第一に、彼ら／彼女らの移転

先としては、どのような職業が想定されるか。 

・トイレ掃除や食器洗いなどの低スキルへの下方移動は難しいだろう。 

・アナリストなどの高スキルへの上方移動もまた難しいだろう。 

・現実的なのは横移動であると考えられる。では、彼ら／彼女らが定年になるまで働き

続けられる仕事とは何か、雇用が拡大している分野はどこか。それは例えば、医療介

護分野や接客業などサービス分野などではないだろうか。 

第二に、誰が彼ら／彼女らの再教育再訓練を一体行うのか、という問題がある。その選

択は 3つしかない。 

・彼ら／彼女らが元働いていた企業であるがこれは難しいだろう。 

・自己投資もまた難しいだろう。失業した時点で生活が苦しく、自己投資するお金など

ほとんど持っていないだろう。 

・そうすると、最後の残る選択肢は、公的機関しかない。 
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３-２-２ 誰が再就職／円滑な労働移動を担うのか 

では、誰が彼ら／彼女らの再就職／円滑な労働移動を担うのか。日本には雇用流動市場

がない。にも拘わらず、いまの日本は、自分の再就職を全て自己責任で行うような仕組み

になっている。だからこそ、人は会社にしがみつくのである。  

・彼ら／彼女らが元働いていた企業であるがこれは難しいだろう。 

・自己責任もまた雇用の流動市場がない日本では難しいだろう。 

・公的機関は１つの選択肢である。 

・労働組合どうしで雇用の流動市場を形成する、というのが筆者の提案である。 

ある企業が、デジタル化に特化して発展したとする。その企業で、デジタル化に対応で

きず、窓際族となった人にとっては、その企業の周辺に立地する喫茶店やレストランに再

就職した方が幸せなことが多い。 

だが、その転職を個人の能力だけに頼っているのがいまの日本である。それが不安なの

で、人は企業にしがみつく。もし、当該企業の組合と喫茶店の組合が一体化していれば、

組合の斡旋で、不安なく円満な転職が可能となる。 

流動的な労働市場のない日本で、労働力の流動性を強調しても実効性がない。ドイツの

ように、組合が一体化し、組合の斡旋で、円滑な転職を可能とする手法が現実的である。 

 

（図 17） 労働組合が作る雇用流動市場 

 

 

新しい技術の登場は、例えば、旧来の技術（油まみれで旋盤を使う仕事）の下では働け

なかったが、新しい技術（パソコンに向かってアプリを開発）の下でなら働ける若者もい

る。新しい技術は、労働市場への新規参入者を創出する効果もある。 

 

労働組合どうし（筆者の提案） 

労働組合ど

うしで作る雇

用者の斡旋

市場 
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（図 18） 再教育再訓練の前後 

 

 

結局、どの国においても、最も問題になるのは、いかなる再教育・再訓練を受けてもデ

ジタル技術を使えない人である。どんなに教育を受けても基礎的なデジタル技術にさえも

対応できない労働者、お金を渡して辞めて頂く他ない。新しいデジタル時代に対応できず

に落ちこぼれていく人間を「ゾンビ人間」と呼ぶのなら、経営トップに立つ人間自体がゾ

ンビ人間で、企業の競争力が失速していく「ゾンビ企業」を税金で救済するはもうやめよ

う。 

 

３-２-３ 新しい産業による雇用創出 

どんなデジタル技術を用いた産業・企業であっても、その周辺で、これら産業・企業に

サービスを提供する事業所には、必ずデジタルとは関係のない労働がある。 

たとえば、GAFA が立地するシリコンバレーを訪問すれば、街中には、GAFA 職員が通

う多くの喫茶店やレストランがある。GAFA で働く人が暮らすマンションや住宅などがあ

る。そこで暮らす妻たちは、生活物資を買うために町に出かけていく。 

産業群、企業群、企業が集積する都市などが発展すれば、そこには必ず様々な雇用が生

まれる。 

 

おわりに 

2000 年代前半頃までは、米国における経済格差発生の要因は、外国貿易ではなく、技術

革新である、というのが経済学者間での合意であった。ただ、2000 年代後半頃から、中国

職業訓練後、新しい
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との貿易が急速に増え、外国貿易の影響も無視できなくなってきているとされているが、

依然として、主要因は（一説には 3/4 程度の寄与度とされている）技術革新である。その

ため、技術革新の進捗や再分配の仕組みを現状のままにしておくと、米国において経済格

差はますます拡大することが予想される。 

 

注 

本稿は、筆者が独立行政法人経済産業研究所のホームページにおいて連載執筆している

「IoT／インダストリー4.0が与えるインパクト」のなかの記事「AI と日本の雇用」をベー

スに修正を加えたものである。 
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